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評価の結果並びに違反、訴訟の有無
 １０．代表者による全体評価と⾒直し・指⽰
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本レポートの掲載情報について
環境データについては、活動期間を対象に掲載していますが、取り組み
内容やイベントなどの活動紹介については、直近のものを含みます。



１．会社紹介・事業所紹介
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井関グループ 2030年の⻑期ビジョン

当社グループは国内唯一の農業機械総合専業メーカーとして、“農家に一
番寄り添う”姿勢で事業を展開してきました。その根底には、「まず何より
もお客さまのために」という精神が流れ続けています。これこそが私たち
の強みであり、この社会的意義を果たしてきたからこそ、100年近くもの間、
事業を継続してこられたのだと考えています。

コロナ禍・ウクライナ侵攻などから⾷料安全保障や⾷料⾃給率向上など
⾷への関⼼は⾼まっています。また今後の⼈⼝増加に対応した⾷料増産
ニーズなど、⾷を支える農業や、⼈々の暮らしを支える景観整備事業は、
エッセンシャルビジネスとして重要度が再認識されています。これらを支
える当社グループは、お客さまに寄り添う事業活動により貢献し、社会的
意義を果たしつつ成⻑していくことが可能だと考えています。

ISEKIレポート2023 トップメッセージから抜粋

井関農機は2025年に創⽴100周年を迎えます



１．会社紹介・事業所紹介
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■環境ビジョン

 井関グループの環境経営

 井関農機は、2022年5⽉に「気候変動関連情報開⽰タスクフォース(TCFD)」
提言に賛同を表明し、TCFD提言に沿った情報開⽰に取り組むことを決定しま
した。更に井関グループ全社統一の取り組みとするため、環境ビジョンを策定、
環境基本方針の⾒直しを⾏いました。

 砥部事業所

井関グループは、｢お客さまに喜ばれる製品・サービスの提供｣を通じ、
2050年までにカーボンニュートラルで持続可能な社会の実現を目指します。

■環境基本方針
井関グループは、持続可能な社会の実現を目指すべく、⾃然・社会・企業の

調和に貢献する環境活動を推進します。
①環境マネジメントシステムの整備と機能的運用
②カーボンニュートラルを実現する事業活動及び製品・サービスの普及推進
③環境関連法規制の順守
④環境教育と環境情報公開

井関HP 2022年5⽉30⽇ リリースから抜粋

砥部事業所は、井関グループが製造・販売する商品を開発・設計する「源流」
にあたります。私たちの使命は、⾷を支える農業や⼈々の暮らしを支える景観整
備事業における社会課題の解決に貢献し、⽇本ならびに世界の持続的発展を応援
する商品開発を展開することです。



２．組織の概要
 １）井関農機株式会社 砥部事業所

 ２）所在地
愛媛県伊予郡砥部町八倉1番地

 ３）事業活動
農業機械の開発、及び試作・管理と
グループ⼦会社製造部⾨統括管理業務

 ４）環境保全関係の責任者及び担当者
最⾼責任者 代表取締役 専務執⾏役員

開発製造本部⻑ ⼩⽥切 元
環境管理室担当役員

開発製造本部 副本部⻑ 渡部 慎吾
環境管理責任者 環境管理室⻑ 楠瀬 孝⼦
事務局 環境管理室 天野 八雲
連絡先 電話 089-957-3311 FAX 089-957-7959

E-mail kankyo@iseki.co.jp

 ５）事業の規模
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2022年度項目
974売上⾼ (億円)
430従業員 (⼈)

24,000延べ床面積 (m2)

注） 売上⾼は、井関農機 (株) 単体の売上⾼
従業員、延べ面積は2022年12⽉31⽇実績

愛媛県

mailto:kankyo@iseki.co.jp


 ６）活動組織・実施体制
 井関グループ全体で環境マネジメント推進体制を構築し

ています。取締役会にて審議・決定された環境基本方針及
び実⾏計画・目標を基に各拠点の環境実⾏計画が策定され
ます。各拠点では環境管理委員会にて推進、各部へ展開さ
れます。

 環境管理室は砥部事業所の活動だけでなく、グループ全
体の環境マネジメントワーキンググループ(WG)の事務局
を担っています。

6

製造拠点
井関松山製造所 ヰセキ北海道 群馬ヰセキ販売 東京本社事務所 N.V.Iseki Europe S.A.
井関熊本製造所 ヰセキ東北 三重ヰセキ販売 砥部事業所 ISEKI France S.A.S
井関新潟製造所 ヰセキ関東甲信越 ヰセキ中四国 つくばみらい事業所 IST Farm Machinery
井関重信製作所 ヰセキ関⻄中部 ヰセキ九州 ISEKIアグリ
東風井関 常州工場 ISEKIトータルライフサービス
東風井関 襄陽工場 井関物流
PT.ISEKI INDONESIA

非製造拠点

井関グループ全体

環境マネジメントWG 事務局︓環境管理室

ESG委員会

取締役会

環境管理委員会
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 ７）井関グループのEMS認証取得状況
 国内外の各拠点では国際環境規格ISO14001又は環境

省のエコアクション21(EA-21)に基づくEMSを導入し、
循環型社会形成と脱炭素社会の実現をめざし環境保全活動
を⾏っています。
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【ISO14001認証取得】
PT.ISEKIインドネシア

【ISO14001認証取得】
東風井関農業有限公司 常州工場

【ISO14001認証取得】
ISEKIヨーロッパ

【ISO14001認証取得】
ISEKIフランス

【ISO14001認証取得】
東風井関農業有限公司 襄陽工場

製造拠点

井関農機㈱砥部事業所(EA-21) 井関新潟製造所 (ISO14001)

井関熊本製造所 (ISO14001)

Ｏｆｆｉｃｅ

井関松山製造所(ISO14001)

つくばみらい事業所（EA-21)

【ISO14001認証取得】
IST Farm Machinery

㈱ヰセキ北海道（EA-21）

㈱ヰセキ東北（EA-21）

㈱ヰセキ関東甲信越（ＩＳＯ１４００１）

㈱ヰセキ関西中部（EA-21） 井関農機㈱本社事務所 (ISO14001)

㈱ヰセキ九州（EA-21）

群馬ヰセキ販売㈱（EA-21）

三重ヰセキ販売㈱（EA-21）

奈良ヰセキ販売㈱（EA-21）

井関重信製作所(EA-21)

㈱ヰセキ中四国（EA-21）



３．対象範囲・期間及び発⾏⽇

 １）対象範囲
井関農機 ㈱ 砥部事業所内に所属する全組織、
全活動、全従業員 (構内外注、アルバイト含む)

 ２）対象期間
2022年1⽉〜12⽉

 ３）発⾏⽇
2023年8⽉1⽇

 ４）発⾏部⾨
環境管理室
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一部2023年1⽉以降の情報を含みます



 この環境経営方針は、砥部事業所の環境管理最⾼責任者
（開発製造本部⻑）が策定しました。

 全従業員がカードタイプを社員証に携帯して⽇々意識する
ようにしています。
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４．環境経営方針

 2023年7⽉、2020年の前回改定から3年が経過し、製品のCO2排出
量削減をはじめとする環境適合設計の更なる強化や取引先（サプライ
ヤー）と協働によるCSR調達など、現在の重点取り組み内容と方針の
内容を整合させるため⾒直しを⾏いました。



５．環境経営目標と実績

 １）目標・実績・評価
2030年へ向けた目標①〜④の2022年度目標・実績に対する評価は、

各項目の従業員数当たりの原単位としています。環境適合設計推進の
指標として⑤エコ商品国内売上⾼⽐率向上を目標としています。
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 従業員数は前期末から期末までの各四半期末の⼈数の平均値になります。
 ⼆酸化炭素排出量における電⼒の排出係数は環境省公表の「電気事業者別排出係数」を使用

し毎年変更しています。［単位︓kg-co2/kWh］
2019年度報告用係数 系統1「0.507(ﾃﾌﾟｺｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ)」系統2「0.566(大一ｶﾞｽ)」
2022年度報告用係数 系統1「0.000（四国電⼒ 再エネﾌﾟﾗﾝ)」

系統2「0.534(~6⽉ 大一ｶﾞｽ)」「0.433(7⽉~ ⽇本ｴﾈﾙｷﾞｰﾌｧｰﾑ)」
 2030年目標と⽐較し2022年度実績が上回っている項目がありますが全社目標と整合してい

るためです。

基準 2023年 2030年
2019年

実績
目標 実績 評価 目標 目標

445 - 432 - -
1,649 - 811 - -

( t/⼈ ) 3.70 3.59 1.88 〇 3.56 3.30
削減率 - △1% △3% △49.3% △4% △11%

4,010 - 3,689 - -
一廃 10
産廃 3,679

( kg/⼈ ) 9.01 8.91 8.54 ○ 8.88 8.66
削減率 - △0.35% △1.1% △5.2% △1.40% △3.85%

13,512 - 18,918 - -
( ㎥/⼈ ) 30.35 29.9 43.8 × 29.7 28.7
削減率 - △0.5% △1.5% +44.3% △2.0% △5.5%

1,293 - 1,570 - -
( kg/⼈) 2.90 2.89 3.63 △ 2.88 2.84
削減率 - △0.2% △0.6% +25.1% △0.8% △2.2%

③⽔使用量
総 量 （ ㎥ )
従業員
当たり

④ＰＲＴＲ
化学物質
使用量

総 量 ( kg )
従業員
当たり

②廃棄物
最終処分量

①⼆酸化炭素
排出量

総 量 ( t )
従業員
当たり
総 量 ( kg )

従業員
当たり

（内訳）

削減
目標
年率

2022年

中期目標・実績・評価 中⻑期

従業員数 (⼈)

⑤エコ商品 国内売上⾼⽐率(％)
2025年

65%
○50.3%45.5% 52.0%-
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削減対策 電⼒の⾮化⽯証書付き再エネプランの利用
2021年4⽉より砥部事業所使用電⼒の約80%を⾮化⽯証書付き再エネプランに切り替えた。2022年も利用を
継続し、電⼒使用によるCO2排出量が実質ゼロになり、事業所のCO2排出量削減に大きな効果が出た。また
11⽉には試作棟、実験棟の蛍光灯照明器具をLED化し、電⼒使用量の削減もできた。

削減対策 4S活動の推進
2018年に社員⾷堂の厨房廃棄物のリサイクルを開始したことにより、廃棄物最終処分量の削減が継続できて
いる。事業所内の4S(整理・整頓・清掃・清潔)を推進しており、廃棄すべきものと保管すべきものを適切に管
理することができつつあることも要因の一つと考える。引き続き4S活動も推進していく。
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 ２）実績の推移
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 ２）実績の推移
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削減対策 ⽼朽化した設備の更新、漏⽔の改修など
⽼朽化していた設計管理棟の空調設備である冷却塔を10⽉に更新した。節⽔を徹底していたが、⽼朽化や冬
季の急激な気温低下により給⽔管が破損し数⽇の間、漏⽔が発⽣してしまったため目標は未達となった。
現在は改修完了。

削減対策 燃料使用量の監視
2021年度のガソリン使用量を大幅増加要因となった試験は7⽉に完了した。試験増加の中でも可能な限り使
用量増加を抑制するよう、テーマに対し燃料使用量の計画を⽴て、それを超えることないよう監視を⾏って
いく。
設計管理棟の灯油を使用する空調設備についても、今後電化も視野に入れた設備更新を検討していく。
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 ３）環境配慮型商品の開発

 ２）実績の推移
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全ての商品開発において、製造・使用・廃棄の段階の環境負荷の
低減、LCA評価等、環境適合設計を推進するために「製品アセスメ
ント評価」を実施しています。省エネ・省作業、環境負荷低減、省
資源、⽣物多様性配慮などの社内評価基準をクリアした商品に環境
ラベルを付与する「エコ商品認定制度」を
2011年より運用しています。環境ラベルは、
ISO14021で定められたタイプⅡ(第三者認証
を必要としない⾃己宣言型)に準拠しています。

LCA (Life Cycle Assessment)︓ 製品やサービスに対する、環境影響評価の手法

環境ラベル例
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⑤ エコ商品 認定数と国内売上⾼⽐率

認定数 ％
認定数には海外製品も含みます

認定機種の拡充
2022年度は排出ガス規制適合エンジンを搭載した機種や先端技術である可変施肥機能を搭載した⽥植機、直
進アシスト機能を搭載したコンバインをエコ商品に認定した。引き続きエコ商品の国内売上⾼⽐率2025年度
65%の目標に向け更なる環境適合設計の推進に努め認定機種を拡充する。
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排出ガスを浄化するDOC/DPFにより、特殊⾃動⾞排出ガ
ス平成26年(4次)規制に適合したエンジンを搭載し、従来機
対⽐で振動を55.7%低減、騒音を13.9%低減したことから
「エコ商品」に認定しました。また、作業速度、⾛⾏速度の
加減速が無段階に⾏える、油圧機械式無段変速機を搭載し、
手元のレバーだけで停⽌から発進・増減速が⾏えるだけでな
く、変速ショックがなくなり、様々な作業で簡単に、最適な
速度に設定できます。

 エコ商品認定機種（事例紹介）

農業の持続的な発展に貢献

さなえPRJ8D-ZLFS マップデータ連動型可変施肥⽥植機

国内向けトラクタ BFシリーズ（BF25除く）

マップデータと連動し、リアルタイム可変施肥機能に
よる適正施肥を⾏うことにより、肥料ロス低減を実現す
ることから「スーパーエコ商品」に認定しました。

マップデータとは、⼈工衛星・ドローン等によるセン
シングで上空からほ場の⽣育量等を測定したデータをも
とに肥料の必要量を設定したものです。センシングデー
タに基づいた施肥マップがあれば、1つのほ場内で施肥量
を変えることができるため、過剰施肥の抑制になり、稲
の倒伏軽減や米品質均一化につながります。



６．環境経営計画の取り組み結果と評価
 環境経営目標の達成に向け、EA-21「環境への取組の⾃己チェック

表」を参考に環境経営計画を策定し、取り組んでいます。年度末に取
り組み状況を評価し、評価の低かった事項や重点事項は各部⾨の次年
度実⾏計画策定に反映し、活動を推進しています。
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環境経営計画（一部抜粋）※各スケジュールや責任者等の詳細は各部⾨実⾏計画管理表にて管理

取り組み事項（★︓該当時、実⾏計画への折り込み必須事項）

環境経営⽬標︓CO2排出量の削減 年度末評価 次年度
照明は、昼休み、残業時など、不必要な時は消灯する ◎ 継続
ロッカー室や倉庫、使用頻度が低いトイレなど、照明は普段は消灯し、使用時のみ点灯する ○ 継続
空調の適温化（冷房28℃程度、暖房20℃程度）を徹底し、使用していない部屋の空調を停⽌
する

○ 継続

窓の開閉やブラインドの利用などにより、熱の出入りを調節する ○ 継続
夏季における軽装（クールビズ）、冬季における重ね着（ウォームビズ）など服装の工夫をし
て、冷暖房の使用を抑える

○ 継続

★省エネ設備を導入する 継続
 ・実験棟他蛍光灯更新（LED照明化） ○ －
 ・PCの更新 ◎ －

環境経営⽬標︓廃棄物最終処分量の削減 年度末評価 次年度
会議の資料などについては、プロジェクターやタブレット利用により、ペーパーレス化に取り
組む

○ 継続

廃棄物の分別を徹底をし、リサイクルを優先する ○ 継続
梱包、包装資材などの削減に取り組む ○ 継続
機器の故障時には、修理可能かチェックし、可能な限り修理することで⻑期使用に努める ○ 継続
３S（整理・整頓・清掃）活動を実施する ○ 継続

環境経営⽬標︓⽔使⽤量の削減 年度末評価 次年度
節⽔呼びかけの表⽰をする ○ 継続
社有⾞、試験機の洗⾞を必要最⼩限に留め、洗⾞する場合は節⽔を励⾏する ○ 継続
⽔道配管からの漏⽔を定期的に点検する ○ 継続
⾬⽔の貯留タンクや⾬⽔利用施設の設置などにより、⾬⽔利用を検討する × 継続

環境経営⽬標︓化学物質使⽤量の削減 年度末評価 次年度
製品に合わせた塗装方法を検討し、塗料や洗浄剤などの使用量を抑制する ○ 継続
保管タンク、配管などの漏れ防⽌、保守・点検を定期的に⾏うなど適正管理に努める ○ 継続
★化学物質について、その種類、使用量、保管量、使用方法、使用場所、保管場所などを把握
し、記録･管理している

○ 継続

化学物質の安全性に関する情報伝達のため、SDSにより管理する ○ 継続

環境経営⽬標︓エコ商品国内売上⾼⽐率の向上 年度末評価 次年度
★各部 目標機種を決め、計画的にエコ商品を狙う ○ 継続

2022年度の環境経営計画から一部抜粋



７．環境配慮取り組み結果と評価
 各部⾨は、下表実施事項の内、該当項目を各部⾨の実⾏計画管理表

に展開し、活動を推進しています。環境管理事務局は、各部⾨での
有効性を確認するため、四半期毎に環境管理委員会を開催し、実績
フォローと⽔平展開を図っています。
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ペーパーレス化、コピー量の削減

部⾨別出⼒枚数実績を⽉ごとに
社内イントラに掲載して⾒える化
し、目標達成に向け即時対策を
打てるようにしています。

達成率は少数第一位を四捨五入した値です。

⽉平均 年間
目標 実績 差異 達成率

開発製造業務部 113,529 9,461 91,427 -22,102 124%
⽣産技術統括部 17,096 1,425 31,554 14,458 54%
工作室 19,003 1,584 20,510 1,507 93%
開発統括部 62,826 5,236 57,954 -4,872 108%
原価統括部 12,713 1,059 15,166 2,453 84%
購買部 223,033 18,586 228,667 5,634 98%
知的財産部 22,572 1,881 17,864 -4,708 126%
品質統括部 63,633 5,303 59,908 -3,725 106%
ﾃﾞｻﾞｲﾝ部 4,653 388 3,576 -1,077 130%
ｺﾝﾊﾞｲﾝ技術部 89,607 7,467 85,967 -3,640 104%
移植技術部 68,889 5,741 63,158 -5,731 109%
ｱｸﾞﾘｸﾘｴｲﾄ部 98,141 8,178 81,888 -16,253 120%
ﾄﾗｸﾀ技術部（砥部） 125,134 10,428 134,702 9,568 93%
先端技術部 41,612 3,468 36,840 -4,772 113%
内部監査部･松山監査G 14,837 1,236 10,786 -4,051 138%
ＩＴ企画推進統括部 1,467 122 1,478 11 99%

合 計 978,746 81,563 941,445 -37,301 104%

部  ⾨
年計

2022年度目標 2022年度実績
累計達成状況

実施項目 目標 実績 達成状況 評価 次年度に向けて

環境関連法規順守状況と確認 ２回／年 ２回／年 ○
訴訟の有無 なし なし ○
⽔質・大気等測定実施と結果 ⾃主基準値内 ⾃主基準値内 ○
環境パトロール実施 ２回／年 ２回／年 ○

内部監査実施 ２回／年 ２回／年 100% ○
外部監査実施 2022/10/19〜20 完了 ○
環境改善提案件数（件） 839 893 106% ○

総物質投入量の削減(t/⼈) 0.17 0.14 121% ○
電⼒使用量の削減（千kWh／⼈） 4.90 4.90 100% ○
燃料使用量の削減(ℓ／⼈） 398 521 76% △
LPG使用量の削減(㎥／⼈） 8.02 9.56 84% △
クールビズ、ウォームビズ実施 ﾎﾟｽﾀｰ掲⽰ 夏・冬実施 ○
社有⾞、通勤でのエコドライブ推進 啓蒙活動 部内教育 ○

ペーパーレス化、コピー量の削減(紙枚数)
前年実績0.1%減

978,746
941,445 104% ○

1）法規制及びその他の要求事項への対応
・引続き事故のないよう
定期的なパトロールと設
備のメンテナンスを実施
する。

２）環境マネジメントシステムへの対応

３）地球温暖化防⽌の推進（省資源・省エネ）

・環境改善提案の⽔平展
開を図る。

・試験による燃料使用量
増加を可能な限り必要最
⼩限に抑える。

・社員⾷堂厨房のLPGを使
用する設備の電化を検討
する。



地域社会への貢献 活動の様⼦
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○環境文書
環境経営マニュアル 第32版(2023年7⽉改訂)

○環境記録
各部実⾏計画管理表に基づき推進・管理され、四半期毎に事務局に実績報告されています。
個々の管理表、記録等は各部で管理されています。

ＷＷＬ︓ワールド・ワイド・ラーニング

実施項目 目標 実績 達成状況 評価 次年度に向けて

有資格者の把握 1回／年 1回／年 ○
環境関連セミナー受講（オンラインセミナー等） 1回／年 1回／年 ○

製品アセスメント評価の実施 DR2・4・5毎 DR2・4・5毎 ○
環境関連型発明提案件数（件） 207 512 247% ○
⽣物多様性に配慮した商品開発 各技術部 各技術部 ○
LCAの実施拡大 全ＤＲ機種 一部で実施 △

グリーン購入の推進（⾦額⽐率） 90 98 109% ○
グリーン調達先認定社数⽐率（％） 85 71 84% △
グリーン調達⾦額⽐率（％） ― 84

アイロード清掃活動 2回／年 2回／年 5⽉、12⽉ ○
パークサポータ清掃活動 2回／年 2回／年 7⽉、10⽉ ○
愛ビーチ清掃活動の参加 2回／年 2回／年 6⽉、10⽉ ○
フードドライブ活動への参画 要請都度 2回／年 2⽉、9⽉ ○
ＷＷＬコンソーシアム構築支援事業協⼒ 要請都度 1回／年 2⽉ ○

各部実施 2回／年 2回／年 ○

新入社員環境教育 1回／年 4回／年 ⾼卒・大卒採用者
中途採用者 ○

８）環境教育の推進

５）環境に配慮した商品設計の推進

・一⼈でも多くの社員が積
極的に参加するよう呼び
掛ける。

４）環境関連法規の資格を取得

・継続実施

６）グリーン購入・グリーン調達の推進

７）地域社会への貢献

・環境関連法規有資格者の
把握と確保を図る。

・LCAの実施拡大のために、
事前にDR資料を確認し、担
当者に直接推進する。

・グリーン調達の推進とし
て、取引先との対話を継続
し、協⼒を依頼する。

砥部事業所含む井関グループ3社合同で実施

愛ビーチ清掃活動（堀江海岸） フードドライブ活動



 サプライチェーンとの協働
サプライチェーン全体で社会的責任に配慮した調達活動を推進す

るために、CSR調達とグリーン調達についてガイドラインを制定し
て取引先に配布しています。井関のCSRの考え方や脱炭素をはじめ
とする環境への取り組みについてご説明する機会を設けるなど、ご
理解とご協⼒をお願いしています。

 グリーン調達 認定社⽐率の目標と実績
アンケートにより、環境配慮の取り組み状況の把握や結果により

⾃主的改善をお願いしています。グリーン調達では納品部品や素材
における環境配慮の取り組みが優れている取引先を「グリーン調達
先認定社」とし、認定証をお送りしています。

事務用品やサービスを購入する時、環境への負荷ができるだけ
⼩さいものを優先して購入するように推進しています。
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81%

91%

社数⽐率

⾦額⽐率

2020年度

84%

96%

2021年度項目 2023年度 目標

85%

―

2022年度

71%

84%

2023年度
目標 実績 評価 目標 実績 評価 目標 実績 評価 目標

90% 95% 〇 96% 94% △ 90% 98% 〇
90%維持

以上

2022年度2020年度 2021年度

 調達部品に含まれる有害化学物質の削減・使用禁⽌
当社商品は、欧州RoHS指令の対象には該当しませんが、⾃主的に

グリーン調達の一環として健康被害が懸念される有害化学物質の使用
削減や禁⽌を推進しています。

実績︓購買部において有害物質含有調査（対象数︓436社）を実施し、
調査書や⾮含有宣誓書などの回収をすすめています。

RoHS指令 ︓ 家電・電⼦機器における特定有害物質の使用の制限に関する指令

 グリーン購入 ⾦額⽐率の目標と実績



８．エコバランス
 砥部事業所では、製品を設計・試作・試験・商品化する過程で使用

する燃料・電気・⽔・原材料などの資源を投入し、CO2・PRTR法対象
の化学物質・廃棄物などを環境へ排出しています。それぞれの投入量
(INPUT) ・排出量 (OUTPUT) を把握し、環境負荷の少ない事業活動
を実現するため削減に取り組んでいます。
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2022年

< 農業機械の開発設計 >

< 開発設計の支援業務 >

< 開発製造の本部機能 >

電⼒ 2,141 千kWh
（内 太陽光発電 29 千kWh)
灯油 52.4 kℓ
プロパンガス 4,129 ㎥
ガソリン 4.7 kℓ
軽油 168 kℓ

CO2排出量 811 t

エネルギー 29,531 GJ 大 気

地下⽔ 18.9 千㎥

⽔ 使 ⽤ 量

PRTR法対象
化学物質使用量 1,570 kg

化 学 物 質

主要原材料 60.8 t

総 物 質 投 入

排⽔量 7.08 千㎥

排 ⽔

PRTR法対象
化学物質排出量 591 kg

再資源化量 172 t
最終処分量 3.7 ｔ
廃棄物排出総量 248 t

廃 棄 物

化 学 物 質

一般廃棄物 産業廃棄物 合計
再資源化 21.7 151 172
最終処分 0.01 3.7 3.7
排出総量 21.8 226 248

廃棄物内訳(t)

廃棄物には試作品の廃棄を含む

投入量（INPUT） 排出量（OUTPUT）

事 業 活 動



９．環境関連法規順守状況の確認
評価の結果並びに違反、訴訟の有無

 当事業所は以下の環境関連法規に該当しており、2022年度順守状況
の確認において関連法規の違反はありませんでした。⽔質・大気の測
定値は⾃主管理基準値内に抑制されており、関連当局より違反などの
指摘もありませんでした。今後も環境関連法規の順守に徹した事業活
動を推進します。
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大気
(g/m³N)
(ppm)

(m³N/h)

濃度規制

濃度規制
濃度規制

総量規制
窒素(N)

Ｋ値規制

規制内容単位
(mg/L)
(kg/⽇)

ー
(kg/⽇)
(kg/⽇)

 最大値 0.3
 最大値 7.4
 最大値 0.7
 最大値 0.07

1.7
0.15

6.4〜8.0
0.7

20
1.8

5.8〜8.6

化学的酸素要求量
⾃主管理基準値

15
測定項目

⽔質
1.8

⽔素イオン濃度
(COD)

0.21リン(P)

総量規制
ｐH値

総量規制

 最大値 0.01
 最大値 57
 最大値 0.01

3.5
120
0.2

 最大値 9.9
実績規制値

6.3
180
0.3

硫⻩酸化物(Sox)
窒素酸化物(Nox)

ばいじん

 騒音、振動は規制対象地域外です。
 省エネ法の事業者 (砥部事業所を含む、井関農機) のエネルギー使用量の原油換算量は、1,500kL 未満で

あり、特定事業者には該当しておりません。
 ⽔質は、「瀬⼾内海環境保全特別措置法」、大気は「大気汚染防⽌法」を対象規制としています。

環境関連法規 順守すべき要求事項 上期 下期
大気汚染防⽌法 愛媛県公害防⽌条例による規制 ○ ○
大気汚染に関する県条例 冷温⽔機・蒸気ボイラー排ガス測定 ○ ○
⽔道法 飲料⽔⽔質検査 ○ ○
⽔質汚濁防⽌法 放流⽔⽔質検査 ○ ○
瀬⼾内海環境保全特別措置法 COD･窒素･リン総量規制による測定(1/⽉) ○ ○
⽔質保全に関する県条例 瀬⼾内海環境保全特別措置法による規制 ○ ○

委託契約書の締結、廃棄物適正処理、マニフェスト管理 ○ ○
⽔銀使用製品廃棄物の適正処理 ○ ○

PCB廃棄物特別措置法 PCB使用製品廃棄物の適正処理 ○ ○
浄化槽法 設備設置届出、維持、運用、外部機関設備点検、⽔質検査(1/年) ○ ○
毒物及び劇物取締法 「毒物」「劇物」の掲⽰,流出防⽌措置 ○ ○
労働安全衛⽣法 天井クレーン等機械装置の定期点検 ○ ○
 有機溶剤中毒予防規則 局所排気装置点検(1/年)、作業主任者選任 ○ ○

 特定化学物質障害予防規則
局所排気装置点検(1/年)、作業主任者選任
溶接ヒューム 作業場環境測定(1/年)、フィットテストの実施

○ ○

 ボイラー及び圧⼒容器保安規則 設備設置届、定期点検実施 ○ ○
電気事業法 保安規定届出、電気主任技術者選任,年次･⽉次点検実施 ○ ○
消防法 設備設置届出、定期点検実施,防⽕管理者選任、消防計画届出 ○ ○

フロン排出抑制法
第1種フロン類充填回収業者としての登録、
第1種特定製品定期点検実施

○ ○

訴 訟 の 有 無 無し 無し

廃棄物処理法



９．代表者による全体評価と⾒直し･指⽰
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 １）総括
政府の2050年カーボンニュートラル宣言から、脱炭素に関⼼が集まっている。

私たちは農産業の脱炭素に貢献できる農機の研究開発、電動化などの技術革新を
ビジネス機会と捉え、戦略として取り組んでいく。また、本部傘下の製造拠点に
おけるCO2削減を計画的に推進していくことに注⼒するのは従来通りとして、
井関グループ全体での脱炭素の取り組みへ展開していくこと。

 ２）環境経営方針などについて
2022年5⽉に環境経営の上位方針として井関グループの「環境ビジョン」と

「環境基本方針」が決定、全社統一となった。砥部事業所でも本年度、環境経営
方針の⾒直しを実施し文言の変更、重点取り組みを上段へ移動するなど改定を実
施した。実施体制は運用に問題なしと判断し現状で変更なし。環境経営目標は、
引き続き推進すること。

 ３）事業活動における環境負荷低減活動
CO2︓電⼒の⾮化⽯証書付き再エネプラン切り替えによりCO2排出量削減に

大きな効果が出ているため、2023年度より事業所内すべての契約に適用した。
燃料︓設計管理棟の空調用灯油、開発試験用燃料の使用量削減が未達となった。

換気しながらの空調運用によりここ数年負荷が上がっているが、従業員の労働環
境に無理のない範囲で改善をし削減を図ってほしい。開発試験用燃料は仕方なし
と⾒るが、開発製造本部方針にある「設計品質」の作り込みに各技術部も真摯に
取り組み、不具合による再試験を発⽣させないよう改めて依頼する。品質統括部
は技術者への不具合事例教育を継続して実施すること。

 ４）環境配慮型商品の開発など
「エコ商品」の国内売上⾼⽐率は2022年度目標を達成し、認定機種増と大変

喜ばしい。2025年65%に向かって、各部積極的に取り組んでほしい。発明提案
に占める先端技術関連や環境関連の特許出願⽐率が増加しており、これら技術の
権利化を確実に⾏うこと。

 ５）外部評価・イニシアチブへの賛同表明
環境に加えSDGsなどは、社会の期待と捉え対応することで井関の活動のレベ

ルアップと企業価値の向上に繋げていくこと。2022年5⽉のTCFD提言への賛同
表明は、あくまでスタートであり、各部は環境配慮型商品での展開、環境管理室
はグループ全体の事務局として、情報開⽰など対外的なアピールに繋がるよう、
広い視野と他本部との連携を⾏うこと。

2023年8⽉1⽇
井関農機株式会社 代表取締役 専務執⾏役員

開発製造本部⻑ ⼩⽥切 元
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事務局コメント
 １）本業での取り組み

商品開発の源流にあたる当事業所は、農機の燃費向上・軽量化に加え、お客さ
ま使用時の環境負荷低減、及び農業の省⼒化・コスト削減・効率化に貢献できる
商品開発に取り組んでいます。

環境配慮型商品として「エコ商品」の国内売上⾼に占める⽐率向上を重点目
標としており、2022年度の目標46%に対し実績50.3%と達成しています。
2025年目標65％に向け更なる推進をしていきます。

また、事業所内の開発・設計工程や地域圃場での試験において、環境関連法
規を順守した結果、苦情等なく地域の皆さまにご迷惑をお掛けすることなく業
務遂⾏ができました。

 ２）サプライチェーンとの協働
井関グループの環境配慮を含めたCSRの考え方や調達方針をまとめたガイドラ

インを策定し、HP掲載や取引先へ配布し、アンケートを定期実施しています。
アンケートは事業活動における環境配慮の重要性を認識いただく機会とし、井関
のグリーン調達基準を満たす取引先には引き続き「グリーン調達先認定証」の発
⾏を⾏いました。

脱炭素への取り組みは社会からの要請もあり、取引先に対して⾃主削減目標の
策定依頼を⾏い、状況調査を実施した結果、取引⾦額⽐率で約5割の取引先に削
減目標の策定をしていただきました。社会全体のCO2排出量削減のために、取引
先と更に協働していきます。

 ３）環境コミュニケーション
井関グループとして毎年発⾏しているISEKIレポートは、社内各部署と取引先

に送付し、井関グループの環境経営や、活動の意義などに理解を深めていただく
機会としています。砥部事業所の環境経営レポートは各部内で回覧し、⾃らの活
動の成果の確認と次の活動に繋げることに役⽴てています。

 ４）地域社会とのコミュニケーション
2011年より継続している愛ロード・パークサポーターなど地域清掃活動の他、

2022年から愛ビーチ活動に企業登録し当社グループの井関松山製造所(愛媛県松
山市馬木町)の近隣の堀江海⽔浴場で井関トラクタによる海岸清掃を実施してい
ます。

また、地域社会からの要請を受け、地域の未来を担う学⽣さんたちへ「農業の
こと」「社会のこと」「世界のこと」をお伝えする出前講義を毎年実施していま
す。地域社会で開催される恒例のイベントはコロナ禍で多くが規模を縮⼩しまし
たが、形が変わっても継続協⼒していきます。

2023年8⽉1⽇
環境管理責任者 楠瀬 孝⼦



環境経営レポートに関するお問合せ先

井関農機株式会社 環境管理室

〒791-2193 愛媛県伊予郡砥部町八倉1番地

TEL : (089)957-3311(代表) 

FAX : (089)957-7959
E-mail : kankyo@iseki.co.jp
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